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    赤い羽根共同募金 平成 26 年度募金による平成 27 年度助成事業 

 

●「住みよい地域づくり支援事業」 

●「子育て支援事業」 

    １ 子育て相談等支援事業 

   ２ 認可外保育所整備事業 

宮城県共同募金会 安心・安全な生活支援事業モデル事業 

 

 

 

 

 

  

 

＜申請受付期間 平成 26 年 11 月 4 日（火）～12 月 19 日（金）まで＞ 

※土・日・祝日を除く午前 9 時から午後 4 時 30 分まで 

● 申 請 書 提 出 先 （郵送は不可です） 

    仙台市共同募金委員会事務局（社会福祉法人仙台市社会福祉協議会内） 

仙台市青葉区五橋 2 丁目 12-2 仙台市福祉プラザ 6 階 TEL 223-2026 FAX 262-1948  

     ※下記の各区・宮城地区募金会事務局では、申請についてのご相談はできますが、 

申請書の受理はいたしておりませんのでご了承ください。 

●ご相談窓口について 

  仙台市共同募金委員会事務局または下記の各区・宮城地区募金会事務局が窓口になります。 

   ≪各区・宮城地区募金会事務局≫（各区社協・宮城支部社協内） 

・青葉区募金会（青葉区社会福祉協議会内） 青葉区二日町 4-3 二日町分庁舎１階      ℡265-5260 

・宮城地区募金会（青葉区社会福祉協議会宮城支部内）青葉区下愛子字観音堂 27-1 宮城社会福祉センター内  

           ℡392-7868 

・宮城野区募金会（宮城野区社会福祉協議会内）宮城野区原町 3-5-20 メゾン坂下１階  ℡256-3650 

・若林区募金会（若林区社会福祉協議会内） 若林区保春院前丁 3-4 区中央市民センター別棟 2 階 ℡282-7971 

・太白区募金会（太白区社会福祉協議会内）太白区長町南 3-1-30 南部アーチル内     ℡248-8188 

・泉区募金会（泉区社会福祉協議会内） 泉区七北田字道 48-12 泉社会福祉センター内     ℡372-1581 

●申請書様式の配布について 

・申請書様式は申請希望団体説明会にて配付します。 

・10 月 20 日(月)以降は相談窓口での配付に加え、仙台市共同募金委員会のホームページ

（http://www.akaihane-sendai.net/）からもダウンロードできます。 

      

 

 

 

 

 

 

＜じぶんの町を良くするしくみ＞ 

募 集 要 領 

● 申 請 希 望 団 体 説 明 会 に ご 参 加 く だ さ い 

助成事業の趣旨や申請方法等についてご理解いただくための「申請希望団体説明会」を開催します。 

助成を希望する団体は下記のいずれかに必ずご参加ください。（本紙の最後に参加申込書があります） 

 

 

 

 

 

 ※当日は、本紙『募集要領』をご持参ください。 

 ※公共の交通機関をご利用ください。（地下鉄五橋駅 南 1 番出口から徒歩 3 分） 

 ※その他お問い合わせ等は事務局までご連絡ください。 

第 1 回 平成 26 年 10 月 16 日（木）13：30～15：00 

第 2 回 平成 26 年 10 月 18 日（土）10：00～11：30 

＜会場は、両日とも仙台市福祉プラザ 1 階プラザホールです＞ 
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＜ 目 次 ＞ 

●事業概要  ・・・・・・・・・・１～３ページ（共通） 

●住みよい地域づくり支援事業・・・4 ～ 7 ページ（地域活動） 

●子育て支援事業 

１ 子育て相談等支援事業・・・・８ ～ 9 ページ（地域活動） 

２ 認可外保育所整備事業・・・10 ～ 11 ページ（認可外保育所） 

 

●申請希望団体説明会 参加申込書 ・・12 ページ（共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住みよい地域づくり支援事業」「子育て支援事業」事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

仙台市共同募金委員会では、市民の皆様からの募金が地域の課題解決に役立つ事業として

効果的に活用されるよう、平成 19 年度から宮城県共同募金会の助成事業のうち「住みよい

地域づくり支援事業」「子育て支援事業（子育て相談等支援事業／認可外保育所整備事業）」

について申請・審査・決定などを行うモデル事業を実施しています。 

 また、平成 21 年度からは、「共同募金助成事業あり方検討会」を立ち上げ、助成事業の

あり方について検討を進めています。そこで出された意見を反映し、地域住民や各種団体と

のつながりが促進される活動、地域活動の人材育成につながる活動などを重視した助成を行

ってきました。 

 平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、仙台でも甚大な被害がありました。今年

度も、昨年度に引き続き、「被災した地域社会の復興に向けた事業」、「被災した子育て世帯

を支援する事業」に対し優先して助成を行います。 

  

趣 旨 

赤い羽根は、「たすけあい」「思いやり」

「しあわせ」のしるし 
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 住みよい地域づくり 

支 援 事 業 

子育て支援事業 

１ 子育て相談等支援事業 ２ 認可外保育所整備事業 

助成対象 

仙台市内を活動場所にしている 

ボランティア団体・市民活動団体／ＮＰＯ、 

地区社会福祉協議会、町内会 など 

仙台市内の 

認可外保育所 

※企業が運営する施設は対象外 

※同一経営者１施設に限定 

(注１)「被災した地域社会の復興に向けた事業」、「被災した子育て世帯を支援する事業」の

場合には、最長で 4 年（平成 24～27 年度事業）の内、連続または通算での申請が

できるものとします。 

(注２)上記に該当しない場合、過去に本助成を受けた団体は申請できません。 

(注３)認可外保育所の「被災した備品等の復旧目的の事業」の場合には、過去に本助成を受

けた団体でも申請ができるものとします。                    

助成金額 助成対象事業費の 90％以内の金額 （上限 25 万円 ※ただし予算の範囲とする） 

事業期間 平成 27 年 4 月１日～平成 28 年 3 月 31 日までに事業完了 

審査方法 

共同募金委員会関係者、市民活動支援団体関係者、学識経験者、社会福祉協議会関係者等で

構成する調査委員会での書類審査 

審査結果 平成 27 年 3 月下旬に文書にて結果を通知予定 

留意事項 

(1)助成予定総額を超える応募があった場合、また、募金額が減少した場合は、助成対象の 

要件を満たし、かつ適切な活動内容であっても、助成の減額や助成できない場合があります。

(2)営利を目的とする事業又は行政の委託事業、介護保険事業、団体メンバー限定の趣味・ 

娯楽・親睦等を主な目的とする事業は対象となりません。 

(3)他の助成制度との重複申請は可能ですが、他の助成制度が優先となりますので、その決 

定金額によって、一部または全額を辞退していただくことになります。 

(4)申請後に助成申請団体としての要件を満たさなくなった場合は、申請の取り下げや助成 

の辞退をしていただきます。 

(5)この助成において、以下の経費は対象経費となりません。 

・内部講師謝礼(グループや団体の会員が講師となる場合の謝礼) 

・人件費及び費用弁償費 

・通常の団体運営に関する経費 

・スタッフの打ち合わせ会、反省会等の飲食代 

・ボランティアの飲食代（お茶代は可）、当日以外の飲食代 

・イベント等の豪華な景品や高価な参加賞(金券や商品券など) 

その他通常の団体運営にかかる経費と認められる費用は助成対象経費となりません。 

(6)助成が決定された事業でも、支出内容によっては部分的に助成対象として認められない 

場合があります。 

(7)災害・行事用指定テント（サイズ 2 間×3 間）及び指定発電機を申請の場合は、決定後、

指定の用紙で取りまとめ宮城県共同募金会へ注文いたします。本要領の４ページをご参照

ください。 

(8)助成申請は、1 助成対象団体につき 1 事業とし、1 対象団体が行う複数事業に対しての

助成申請を行うことはできません。 

(9)助成が決定した認可外保育所の「被災した備品等の復旧目的の事業」については、現地に

て壊れた物品を確認する場合があります。 

(10)助成を受けた事業に対して事後調査を行うことがあります。 

(11)助成金は、団体名義の口座に振り込みます。（個人名義の口座には振込めません） 

募集内容 
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1 助成対象となる事業 

 本会が目指す「住みよい地域づくり」とは、高齢者や障がい者を含め、全ての人が安心して暮らせる 

地域づくりであり、また、大規模災害が発生したときでも、互いに助け合えるような地域づくりです。 

そのため、『住みよい地域づくり支援事業』では、住民相互の助け合い・支えあいを生み出す事業など 

に対し助成を行います。また、これらの事業を行うために必要となる設備・物品の購入についても助成 

の対象とします。 

なお、助成にあたっては、東日本大震災で「被災した地域社会の復興に向けた事業」を優先します。 

 

防災・行事用指定テントについて  

赤い羽根のロゴ、団体名の名入れあり。申請事業費は 17 万円となり助成額は 90％の 15 万 3 千円。 

（横幕はオプションになります） 

 指定発電機について 

① 発電機（投光器付）ヤンマー型式 G900iS（0.9Kw）重量 12.7 ㎏（申請事業費総額 25 万円） 

※投光器はスタンド式（バルーンタイプ）となります。型式 LB42BW-1 

※助成申請額は最大 22 万 5 千円。（2 万 5 千円以上の自己資金が必要） 

② 発電機（投光器なし）ヤンマー型式 G2800iSE（2.8Kw）重量 64 ㎏（申請事業費総額 20 万円） 

※助成申請額は最大 18 万円。（2 万円以上の自己資金が必要） 

③ 発電機（投光器なし）ヤンマー型式 G2000iS（2.0Kw）重量 32 ㎏（申請事業費総額 17 万円） 

※助成申請額は最大 15 万 3 千円。(1 万 7 千円以上の自己資金が必要) 

  ★指定発電機以外の発電機を希望する場合は、その理由を申請書に明記の上、見積書を添付のうえ、 

申請してください。 

 

2 助成対象となる団体 

  仙台市内を活動場所にしている 

 ●ボランティア団体・市民活動団体／ＮＰＯなど 

   ●地区社会福祉協議会 

   ●町内会など 

※ただし、営利を目的とする事業、行政の委託事業、介護保険法に基づく事業、団体メンバー限定の趣味・

娯楽・親睦を主な目的とした事業は除きます。 

 

 

住みよい地域づくり支援事業 
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3 助成対象経費 

会場費（サロン・研修会・発表会など）、印刷代、広報費、郵送費、外部講師謝礼、ボランティア保険料、

消耗品、材料代、活動を行うために必要な設備・物品購入費用など 

 

4 助成対象事業の例 

(１)「被災した地域社会の復興に向けた事業」の例（優先的に助成） 

●復興公営住宅、応急仮設住宅（プレハブ、借上げ民間賃貸住宅）、防災集団移転等の 

住民と地域住民の交流活動 

・サロンの開催（お茶飲み会、ゲーム、手芸、料理、運動など） 

・地域交流イベントの開催 

・まちづくりを考える意見交換会の開催など 

●復興公営住宅、応急仮設住宅、防災集団移転等にお住まいの方への支援活動 

    ・各種相談会の開催 

・日常生活支援活動（配食、ゴミ出し、買物、草取りなど） 

・こころのケア活動、 

・送迎活動（通院、社会参加など） 

・健康づくりのための講習会の開催 

・情報提供活動（支援情報をまとめた情報紙の作成）など             

●復興公営住宅、応急仮設住宅、防災集団移転等や被災地域での防犯活動 

   ・夜間パトロール活動 

・防犯教室の開催など 

●復興に関する広報活動 

・復興イベントの開催 

・災害や復興の記録等の作成など 

(２)「上記以外の住みよい地域づくりのための事業」の例 

●支援活動 

・各種相談会の開催 

・高齢者や障がいのある方など日常生活に不安を抱えている方への支援活動 

・地域における孤立防止のための見守り・声かけ活動など                    

●交流活動 

・交流サロンの開催（お茶飲み会、ゲーム、手芸、料理、運動など） 

・交流イベントの開催（さまざまな人が交流するイベント） 

・健康づくりのための講習会の開催 

・まちづくりを考える意見交換会の開催 

・居場所づくり活動など  

●防災・防犯活動 

・地域の共助の力を高める活動（防災訓練の実施など） 

・地域における災害時要援護者支援体制づくり 

・防災を切り口にしたイベントの開催など 

・防犯に関する普及・啓発活動（夜間パトロール活動、勉強会の開催、啓発チラシ発行など） 

 



 ６

  ●人材育成活動 

・地域の次世代を担う活動者養成のための研修会開催 

・福祉教育をすすめる活動（ボランティア体験活動、勉強会の開催など） 

・住民座談会の開催など 

 

5 審査基準（５つの基準） 

 【地域貢献性】 

     住みよい地域を実現するものであるか。 

【必要性】 

地域社会のニーズや課題をどの程度的確に捉えているか。 

企画がそれを解決するのにどの程度有効であるか。 

緊急に取り組むべき課題か。寄付者（募金者）の共感が得られるものであるか。 

財源を他に求めることができる可能性はないのか。 

【実現性】 

企画の意図や内容を実現するために、人的・物的資源や実施計画がどの程度整っているか。 

【発展性】 

一過性のものではなく、継続して行われ、助成事業終了後も発展が期待できるか。 

事業を通じて育成された人材がその後も活躍できるか。 

【情報公開性】 

団体の活動状況を地域社会に公開しているか（どんな方法で公開しているか）。 

今後、地域社会にどのような情報提供を行いたいか。 

 

※上記の審査基準に加え、 

東日本大震災で「被災した地域社会の復興に向けた事業」を優先します。 

 

 

 

 

 

 

詳細については、申請希望団体説明会で 

ご説明しますので必ずご出席ください。    

   日程は、表紙をご覧ください。 
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6 平成 26 年度事業 助成決定額  ＜住みよい地域づくり支援事業＞ 

   

 

                      

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

合計 50 団体                   

 ９，２３５，０００円 

★地区社会福祉協議会 6 件 1,307,000 円 

主な事業 

・被災した住民向けの交流イベント 

・復興公営住宅入居者歓迎セレモニーと防災訓練 

 

★町内会 28 件 5,408,000 円 

主な事業 

・復興公営住宅と市営住宅入居者の防災訓練をとおしたつながりづくり 

・被災した住民向けのたまり場づくり 

・被災により新しく住民になられた方々との交流サロン 

★ボランティアグループ 11 件 1,637,000 円 

主な事業 

・みなし仮設に住む方々と地域住民との交流事業 

・被災した地域の要援護高齢者の安否確認、見守り事業 

・音楽の贈り物コンサート 

★その他 5 件 883,000 円 

主な事業 

・ふれあい交流発表会 
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1 助成対象となる事業 

  本助成の対象となる『子育て相談等支援事業』とは、女性の社会進出や核家族化、ひとり親世帯が増加する

中、安心して子育てができる環境づくり、また地域の宝である次代を担う子供達の健やかな成長を支援するこ

とを目的とした、住民同士の自主的な取り組みです。 

  そのため、『子育て相談等支援事業』では、子育てに関して、住民相互の助け合い・支えあいを生み出す事業

などに対し助成を行います。また、これらの事業を行うために必要となる設備・物品の購入についても助成の対

象とします。 

  なお、助成にあたっては、東日本大震災で「被災した子育て世帯を支援する事業」を優先します。 

 

2 助成対象となる団体 

  仙台市内を活動場所にしている 

 ●ボランティア団体・市民活動団体／ＮＰＯなど 

   ●地区社会福祉協議会 

   ●町内会など 

※ただし、営利を目的とする事業、行政の委託事業、介護保険法・障害者自立支援法に基づく事業、団体

メンバー限定の趣味・娯楽・親睦を主な目的とした事業は除きます。  

 

3 助成対象経費 

会場費（サロン・研修会・発表会など）、印刷代、広報費、郵送費、外部講師謝礼、ボランティア保険料、

消耗品、材料代、活動を行うために必要な設備・物品購入費用など 

 

4 子育て相談等支援事業 助成対象事業の例 

 (１)「被災した子育て世帯を支援する事業」の例（優先的に助成） 

 ●復興公営住宅、応急仮設住宅（ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ、借上げ民間賃貸住宅）、防災集団移転等に 

お住まいの子育て世帯と地域住民の交流活動 

・子育てサロンの開催など   

・地域交流イベントの開催 

・親子参加行事等の開催（遊びの会など） 

・同郷の子育て支援サークルの結成など 

  

 

子育て支援事業 

１ 子育て相談等支援事業 
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●復興公営住宅、応急仮設住宅、防災集団移転等にお住まいの子育て世帯への支援活動 

・一時託児所の開設 

・学習支援活動 

・こころのケア活動 

・子育て相談会の開催など 

 

(２)上記以外の子育て支援事業の例 

・子育て相談の実施 

・子育てセミナーや研修会の開催 

・児童虐待防止のための啓発チラシや広報紙の発行 

・子育て応援情報紙の発行 

・子育て応援マップの作成など 

 

 5 審査基準（５つの基準） 

【地域貢献性】 

     住みよい地域を実現するものであるか。 

【必要性】 

地域社会のニーズや課題をどの程度的確に捉えているか。 

企画がそれを解決するのにどの程度有効であるか。 

緊急に取り組むべき課題か。寄付者（募金者）の共感が得られるものであるか。 

財源を他に求めることができる可能性はないのか。 

【実現性】 

企画の意図や内容を実現するために、人的・物的資源や実施計画がどの程度整っているか。 

【発展性】 

一過性のものではなく、継続して行われ、助成事業終了後も発展が期待できるか。 

事業を通じて育成された人材がその後も活躍できるか。 

【情報公開性】 

団体の活動状況を地域社会に公開しているか（どんな方法で公開しているか）。 

今後、地域社会にどのような情報提供を行いたいか。 

※上記の審査基準に加え、 

東日本大震災で「被災した地域社会の復興に向けた事業」を優先します。 

 

 

 

 

 

 

 

詳細については、申請希望団体説明会で 

ご説明しますので必ずご出席ください。    

   日程は、表紙をご覧ください。 

子 育 て の 悩 み も 話 し

合えてリフレッシュ 

できました 
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1 助成対象となる事業 

  施設の増改築や修繕・備品購入の経費 

2 助成対象となる団体 

  仙台市内の「認可外保育所」 ※企業が運営する施設は対象外 ※同一経営者１施設に限定 

3 審査基準（３つの基準） 

 【必要性】 

保育ニーズや課題をどの程度的確に捉えているか。企画がそれを解決するのにどの程度有 

  効であるか。緊急に取り組むべき課題か。寄付者（募金者）の共感が得られるものであるか。  

  財源を他に求めることができる可能性はないのか。 

 【実現性】 

  企画の意図や内容を実現するために、人的・物的資源や実施計画がどの程度整っているか。 

 【情報公開性】 

  施設の運営状況を地域社会に公開しているか。（どんな方法で公開しているか）今後、地域 

  社会にどのような情報提供を行いたいか。 

※上記審査基準に加え、 

東日本大震災で被災した備品等の復旧目的の事業も含みます。 

 

                   fi 

 

 

 

                              

    

テーブルがひろくなったぁ！ 

お茶わんもたくさんおけるね 

 

子育て支援事業 

２ 認可外保育所整備事業 

大きな震災を経験し、早く・安全に

避難することが大事だと、新しい「避

難兼散歩用カート」を購入しました。 

保護者の方からは「より安心になり

ました」と言って頂いてます。 
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4 平成 26 年度事業 助成決定額  ＜子育て支援事業＞ 

                  １ 子育て相談等支援事業 

                  ２ 認可外保育所整備事業               

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

                

         

 

 

 

 

 

 

                        合計 9 団体 

                         １，７９５，０００円 

 

★ボランティア・市民活動団体 4 件 789,000 円 

主な事業 

・母親同士のグループカウンセリング 

・被災した子育て家庭への支援活動 

★ＮＰＯ 1 件 182,000 円 

主な事業 

・震災により生活が不規則になった家庭の子育て支援 

(子どもの預かり事業等) 

★地区社会福祉協議会 1 件 235,000 円 

主な事業 

・子育てサロンの開催 

★認可外保育所 3 件 589,000 円 

主な事業 

・地震で破損した園給食用食洗機の購入 

・地震で破損した倉庫の修繕 

・お散歩兼用避難車の購入 

 


